別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：交通対策費
	事業名:市町村バス交通総合化対策費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　都市建築部　公共交通課　鉄道・バス担当　電話番号：058-272-1111（内2732）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11134@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：404,460千円（前年度予算額：390,670千円）

	事業内容


	１　事業の内容


地域住民にとって最後の公共交通手段である市町村バスについては、市町　　　村への財政支援を図るとともに、生活交通確保に関する協議会や市町村ごとに設置され地域住民も参画する地域公共交通会議の仕組みを活用し、効果的かつ効率的な運行を促進する。
市町村に対して以下の補助金を交付する。

（１）市町村自主運行バス総合補助金（運行費）
・市町村が主体的に運行するバス路線のうち、広域的な路線や、交通空白地域の生活交通の確保のために必要とみとめる路線に対して、運行費から収入を控除した額（事業費）の1/3または1/4の範囲で補助金を交付する。
・地域格差の是正に着眼し、路線を過疎・辺地等とその他に区分し補助率に差を設ける。
        補助率　　過疎・辺地等を経由する路線：1/3

　　　　　　　　　地方鉄道と結節している路線：1/3

その他           　　　　　：1/4

（２）地域乗合バス路線維持費補助金
・国庫補助制度（地域公共交通確保維持改善事業補助金）の補助対象要件を満たさない乗合バス事業者の営業路線であって、複数市町村をまたがり、輸送量（平均乗車密度×運行回数）が5人以上150人以下の路線に対して、運行費から収入を控除した額を補助。

補助額：（補助対象経常費用－経常収益）×３／８

補助限度額：（補助対象経常費用×１／３）×３／８

	２　所要経費


(1)　402,714千円
(2)    1,746千円 
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

４　人が集まり、経済が循環する、拠点性の高い地域をつくる

・市町村自主運行バスを、特に過疎化が進み路線バスが廃止された地域において高齢者や通学生徒等にとっての最後の公共交通手段と位置づけ、その運行を支援する
	２　これまでの取組状況


廃止代替バスに対する国庫補助制度の一般財源化（H7）に伴い、市町村自主運行バス（コミュニティバス）に対する県単独補助制度を新設し、市町村への財政支援を行った。

路線バスが撤退した地域の公共交通となるコミュニティバスの普及を促進、地域住民の移動手段を確保してきた。
限られた経費の中で、効果的かつ効率的なバス事業を推進していくため、市町村が主催する地域公共交通会議に出席し広域的な視点からの指導・助言を行うとともに補助制度の見直しをおこなった。

※平成２３．９．１現在：42市町村中32市町村(76.2%)で運行
	３　これまでの取組に対する評価


路線バスの、廃止縮小がすすむなかで、市町村自主運行バスへ補助することで、高齢者や学生にとっての最後の交通手段の確保ができている。

市町村自主運行バスが普及する一方で、収支の悪化による、赤字幅が拡大する傾向にあり、市町村財政を圧迫している。
平成22年度からは、市町村自主運行バスの事業評価を実施し、市町村自らが事業を評価し事業の効率化を図る取組を行うようにした。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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